
 

児童福祉法の理念にのっとり、外国人学校幼保施設も無償化の対象に

することを求める決議 

 

 10月に始まった「幼児教育・保育無償化」の財源は、消費税の２％引き上げ分か

ら出ている。しかし、政府は朝鮮幼稚園を除外した。不当な差別に抗議する集会が

東京など、各地で開催されている。 

 政府は、「各種学校」の認可を受けた外国人学校に附属する幼保施設を無償化の

対象から除外した。外国人学校幼保施設は全国に88施設あり、そのうち朝鮮学校の

幼稚園が40施設、インターナショナルスクールやブラジル人学校などが48施設であ

り、無償化の対象施設の0.16％になる。 

 政府はことし５月、都道府県などの説明会に「幼児教育・保育の無償化に関する

自治体向けＦＡＱ」を配布した。それによると、各種学校が無償化の対象にならな

い理由を、１、幼児教育を含む個別の教育に関する基準になっておらず、多種多様

な教育を行っており、法律により幼児教育の質が制度的に担保されているとは言え

ない、２、学校教育法に基づく教育施設については、児童福祉法上の認可外施設に

は該当しないとしている。 

 １については、子ども・子育て支援法の「全ての子どもが健やかに成長すること

を支援する」という理念から逸脱している。「多種多様な教育」を理由に排除する

が、今回の対象になった幼稚園にしても宗教色があったり、英語に特化しているな

ど、画一的ではなく「多種多様」である。「多種多様な教育」が「質を担保」でき

ないというのも、ベビーシッターや一時預かりも対象になっていることを考えると、

言いがかりに過ぎない。 

 ２について、「認可外保育施設」とは、児童福祉法に基づき１日４時間以上、週

５日以上などの保育実態を持つ施設が都道府県に届け出れば、資格を得ることがで

きる。児童福祉法及び施行規則には、学校教育法に基づく教育施設は届け出対象外

であるとの規定はない。 

 児童福祉法第１条は「全ての児童は、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、

適切に養育されること」とあり、他の多くの法律と違い、国籍条項はなく、外国人

にも適用される。そして、児童福祉法は児童福祉の基本法であり、対象は満18歳未

満である。国連の「子どもの権利条約」では、いかなる差別も禁じている。 

 本市議会は、政府に対し、児童福祉法の理念にのっとり、朝鮮学校の幼稚園を初

め、外国人学校幼保施設も無償化の対象にすることを強く求める。 

 

上記、決議する。 
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